意　　　見　　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１２年９月１８日

　電気通信審議会

　　電気通信事業部会長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号　１０５－０００３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　東京都千代田区西新橋１－４－１０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　社団法人　テレコムサ－ビス協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　一　力　　健　

　　　　　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細

　　　　則第２条の規定により、１２年８月３１日付け郵通議第３０７３号

　　　　で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

別紙

　東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下、それぞれ「NTT東日本」、

「NTT西日本」という。）の指定電気通信設備に係る契約約款の変更案につきましては、

関係規程に基づき審査が行われ、その審査結果が明らかにされております。

　本件変更案に対する、当該審査事項「１４　特定の電気通信事業者に対し不当な差別的

取扱いをするものでないこと。（審査基準第１４条の２（４））」の「適」の審査結果につきまして

は、下記のような実態がありますので、改めて、その実態を踏まえ調査審議を頂き、必要な

措置を講ぜられたく、意見を提出します。

記

１　料金回収の実態について

（1） 今回の接続約款変更案は、NTT東日本及びNTT西日本が、その利用者に対し

　　行っている通話料等の料金請求に、NTTコミュニケーションズ株式会社（以下「NTT

　　－COM」という。）及び携帯電話等移動体事業者（NTT東西発信呼）の利用料金を

   合わせて請求を行う際のNTT東日本及びNTT西日本が当該事業者から受ける料金

   回収等手続きについて、回収するユーザ料金額（月額）に占める割合の改定と認識

   しております。

（2） このような料金回収については、第二種電気通信事業者（以下「二種事業者」と

　　いう。）においても、次のよう形で行っております。

　　ア　二種事業者は、NTT－COMや携帯電話事業者及びPHS事業者分の料金に

　　　ついて、NTT東西に代行して、利用者に対し料金の請求・回収を行っております。

　　イ　この料金の請求・回収の代行は、NTT再編前の日本電信電話株式会社（以下「旧

　　　NTT」という。）の「異名義割引サービス」のホスト契約（現在は、当該サービス

　　　の主管は実行上NTT－COMとなっている。）として、旧NTTと二種事業者との

　　　間における契約を基に実施してきております。

　　ウ　この「異名義割引サービス」のホスト契約に基づきNTT東西に代わって請求・

　　　回収を行っている料金は、

（1） 本来の「異名義割引サービス」として二種事業者が、NTT東西からの割引

　　を前提に料金の請求・回収を行うもの

（2） 割引対象外ではあるが、請求・回収を合わせ行っているもの

　　　　　の２つがありますが、その比率は、上記（イ）の割引対象外が、請求・回収額全体の

　　　　　８０％以上を占めています。

　　　エ　また、請求・回収される利用料金は、NTT東西に対し一括前払いの実態となって

　　　　おり回収リスクは、全て二種事業者が負っております。

２　必要な措置について

　　上記１のような実態から、これまでにもNTT東西に対し、異名義割引対象外の利用料

　金の請求・回収には、応分の費用が支払われるべきであるとして要望を重ねてきました

　が実現に至っておりません。　

　　特に、今回の約款変更案については、「東西NTTが料金の請求・回収のみを行う場合」

　の料金回収等手続費の月額ユーザ料金に占める割合が明示されていますが、二種事業者

　が行っている料金の請求・回収の代行業務は、この区分に該当するものであります。

　　以上のことから、次の措置を講じられることを切望します。

（1） NTT東日本及びNTT西日本において、自らに代わって、その料金債権の請求・

　　回収を代行している事業者に対し、「異名義割引サービス」等で割引対象外となっい

　　る請求・回収料金については、本件の接続契約約款の変更案で規定されている料金

　　回収等手続費の全部又は一部を料金回収手続費として支払われる措置が講じられる

　　ことを前提として、本件接続約款変更の認可をされたいこと。

（2） この場合、今後、同種の料金回収等のサービスが新たに導入された場合において

　　も、料金回収等を代行する事業者に対し、同様の取り扱いが確保されるよう配意さ　

　　れたいこと。

（3） 今後の「ＮＴＴの在り方の見直し」にあわせ、NTT-COMを含めたＮＴＴグループによ

　　　　る一体型サービスについて、競争促進上の観点からその在り方について再度検討を

　　　　行うことを配意されたいこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以上

